
令和 ８年  月  日 

舞鶴市長 鴨田 秋津 様 

 

舞鶴市事業者等物価高騰対策支援給付金交付申請書 

 

舞鶴市事業者等物価高騰対策支援給付金交付要綱第５条の規定により、関係資料を添えて、下記のとお

り申請します。 

 

１．申請者についての情報 

申請区分 

☐個人事業主 

☐法人 

☐団体 

フリガナ  

法人名又は屋号  

[法人]所在地 

[個人]自宅住所 

〒   －                ※番地や建物名まで記載してください。 

 

フリガナ  

[法人]代表者役職 

・氏名 

[個人]氏名 

 
 生年月日 

☐ 昭和  ☐ 平成 

年   月   日  

担当者氏名  主たる業種  

電話番号  

主な事業内容  
従業員数 人 

施設名称 
☐法人名又は屋号に同じ 

 

施設所在地 
☐所在地又は自宅住所に同じ 

舞鶴市 

 
２．給付に関する情報 

給付額 ０，０００円 

 

３．振込口座に関する情報 

金融機関名 本・支店名 金融機関コード 支店コード 

 
銀行・信用金庫

信用組合・農協 
 

本店 

支店 
       

口座種別 
口座番号 

（右詰で記入） 
口座名義（カタカナ） 

1.普通  2.当座         

 



同意・宣誓書 

 

舞鶴市事業者等物価高騰対策支援給付金を申請するにあたり、申請要領を確認のうえ、以下の内

容について同意・宣誓します。なお、この同意・宣誓に係り、内容が虚偽、又はこの同意・宣誓に反

したことにより、不利益を被ることになっても異議は一切申し立てません。 

 
記 

 
□舞鶴市事業者等物価高騰対策支援給付金の給付対象者に該当します。 
（１）舞鶴市内に住民登録のある個人事業主または、舞鶴市内に事業所を有し、収益活動を行ってい

る法人または団体であること。 

（２）令和８年３月３１日以前から事業活動を行い、今後も事業を継続する意思があること。 

（３）市税の滞納がないこと。 

（４）事業に必要な許認可を得ていること。 

（５）代表者、役員または使用人その他の従業員若しくは構成員等が、舞鶴市暴力団排除条例に規定

する暴力団員等及び暴力団密接関係者に該当せず、かつ将来にわたっても該当しない者であるこ

と。また、暴力団員等及び暴力団密接関係者が、経営に事実上参画していないこと。 

 

□舞鶴市事業者等物価高騰対策支援給付金の不支給要件のいずれにも該当しません。 
（１）農林水産業に従事する方 

（２）政治団体、宗教団体 

（３）主として事業収入で生計を維持していない方 

・収入のうち、事業収入以外の収入が最も高額な方 

・親族等の被扶養者である方 

（４）不動産賃貸業のうち、規模が５棟１０室未満の方 

 

□申請書記載事項及び証拠書類の内容に虚偽はありません。 
 
□舞鶴市が私の市税の滞納の有無を調べることに同意します。 
 
□給付金の審査にあたり是正のための措置の求めがあった場合はこれに応じます。 
 
□支給決定後、支給要件に反した場合や不正受給が発覚した場合には、速やかに給付金を
返還します。 

 

 

令和 ８年  月  日  

 

住所または所在地                       

※個人は申請者の自宅住所、法人は本社所在地を記入してください。 

 

法人名又は屋号                        

 

代表者 職・氏名                   ㊞   



【令和8年4月1日時点】
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